
賃貸住宅事業収支計算ソフトの
開発経緯と商品説明

株式会社リアルプロ・ホールディングス

一般社団法人 全国賃貸不動産管理業協会会員様



 「賃貸不動産管理業」を単に賃貸媒介の付随業務にとどまらない独立か

つ主体的な業務であると捉え、健全な発展と確立を目指す。

会員様に対して賃貸不動産管理業に関する各種研修や、業界最新情報

の提供、業務支援ツールの提供、「業」の確立に向けた研究・提言等によ

り会員様の業務をサポート。

１．ソフトの制作と目的

全国賃貸不動産管理業協会様（以下「貴協会」といいます。）の
目的は「賃貸管理業の確立」と「健全な発展」です。

具体的には・・・

（貴協会ホームページを抜粋し引用） 2



貴協会の

目的

会員様の教
育・啓蒙活動

帳票やソフト
の提供

会員様の管理
業の確立・レ
ベルアップ

会員様の維
持と増大

賃貸管理業
の確立と発展

業務支援ツールの提供
まずは

賃貸管理サポート（月次報告書）
賃貸住宅事業収支計算ソフト

１．ソフトの制作と目的
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（貴協会ホームページを抜粋し引用）

既存の資産を有効活用するストック重視型社会の到来により、不動産資産の管理・運用に関する

専門家の必要性がこれまで以上に高まっています。

ところが、現場では、いまだ地域の商習慣や経験等によるところが大きく、「業」としての位置付けが確

立されているとはいい難く、賃貸不動産管理業に係る法的整備も十分とはいえません。

その一方で、原状回復に係る紛争や家賃滞納への対応、空室率の増加等多くの問題が頻発して

います。会員の皆様が目指している管理業務を多角的にサポートし、多様化するニーズに対応して

いきます。

また、不動産流通市場の低迷が続くなか、大手不動産業者の賃貸不動産管理業への進出が多く

見られるようになりました。大手不動産業者の管理業務はシステム化され、非常に効率的であり、中

小管理業者が個々に大手不動産業者と同等の賃貸管理業務を提供しようと考えても、コスト的に

太刀打ちできません。

当協会では、大手不動産業者に対抗できる管理ツールを低コストで提供し、スケールメリットを享受

して頂くことを目的として、賃貸不動産管理業サポート事業を提供しております。

１．ソフトの制作と目的
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前頁に記載された貴協会の目的に合致するソフトとして
賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ2012の販売を2012

年7月より開始させて頂きました。

ソフトは貴協会、業務企画委員会様よりご指導、ご監修をいただき、
より実務的で、使いやすいソフト作成を心がけました。

当社の賃貸住宅事業収支計算ソフトは、不動産の総合的な知識と高い専門
性を求められる事業収支提案書を作成するためのソフトです。
但し、他社の提案に翻弄されるのではなく、他社が提案してきた事業収支を
精査することはもちろん、ビジネスチャンスとして、オーナー様へ逆提案もでき
るソフトです。

１．ソフトの制作と目的
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２．ソフトの想定ご提供先について
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不動産業者の人数構成割合

1人

2人～4人

5人～9人

10人～19人

財団法人不動産適正化推進機構（平成23年3月31日現在）を基に作成

平成23年3月31日現在の宅建業者の平均従業者数は4.1人

２．ソフトの想定ご提供先について
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平成22年3月31日現在の宅建業者数は法人が104,694社、個人事業者は21,205業
者となっています。近年は法人が105,000社前後で推移し、個人事業者は長期にわた
り減少しており、また高齢化も進んでいます。
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２．ソフトの想定ご提供先について
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財団法人不動産適正化推進機構（平成18年7月1日現在、平成23年3月31日現在）の資料を基に作成

不動産業は開発業務からストック重視の管理業関連に大きく転換しています！

業務内容 平成18年 平成23年 増減率

建売・土地売買業 18,010 16,123 89.5%

代理・仲介業 46,983 54,887 116.8%

不動産賃貸業 43,743 56,403 128.9%

貸家・貸間業 147,351 167,981 114.0%

不動産管理業 28,177 43,304 153.7%

合計 284,264 338,698 119.1%

業務内容 平成18年 平成23年 増減率

建売・土地売買業 133,768 112,536 84.1%

代理・仲介業 199,719 236,013 118.2%

不動産賃貸業 178,668 213,409 119.4%

貸家・貸間業 255,081 348,297 136.5%

不動産管理業 172,120 237,080 137.7%

合計 939,356 1,147,335 122.1%

【従業者数の推移】

【事業所数の推移】

２．ソフトの想定ご提供先について
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不動産業は現在、開発業務から管理業関連へと大きな地殻変動
が起こっています。貴協会の果たす役割は既存会員様に対する
サービスは勿論のこと、不動産業界全体におきましても更に重要
な役割を果たすこととなり、更なる会員様の拡大へと繋がる可能
性が広がっています。

1.既存会員様
2.新規会員様
3.潜在見込会員様※

顧客とは・・・

※潜在見込会員様とは新たに不動産管理業に参入しようとしている企業様等を指します。

２．ソフトの想定ご提供先について
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• 不動産業者の約96%に相当する従業員数10名未満の企業様

• 従業員数が平均で4名から6名程度の企業様

• 管理戸数が最大でも500戸程度の企業様

• 全社員が全ての業務をこなしている企業様

• 今後管理を業務の主幹としたい企業様

• 市販のソフトを使いこなせなかった企業様

• 自分の顧客データをFC本部等に出したくない企業様

• 不動産コンサルティングに力を入れたい企業様 etc…

データから浮かび上がる貴協会のサポートが必要な企業様のイメージ

２．ソフトの想定ご提供先について
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賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５はオーナー様に対して
新たに賃貸住宅の建築をご提案する場合に必要不可欠な事業収
支を作成する事業収支作成専門ソフトです！

【賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５を必要とする会員様】

• 不動産コンサルティングに力を入れたい企業様

• 大手企業に商圏を脅かされている企業様

• 大手企業等やＦＣ店が出した事業収支の精査（逆提案）

• 事業収支提案をしたくてもノウハウがなく出来なかった企業様

• 今までの事業収支に物足りなさを感じていた企業様

• 不動産に関する総合的な能力を高めたい企業様 etc…

事業収支計算ソフトはネット等では販売されているものは通常3万円前後です。ソフト制作会社にカ

スタマイズを依頼すると数十万円の価格になり、大手がソフト制作会社にオリジナル版を依頼した場
合には百万円を軽く超す金額になります。本ソフトの販売価格は税抜76,000円です。

３．賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５
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他社の事業収支計算ソフトとの比較

項目 事業収支計算ソフトPRO2015 既存の事業収支計算ソフト

家賃の変動に関する表示 有り 有り又は無し

空室率に表示 有り 有り

滞納に関する表示 有り 無し

純営業収入（NOI）の表示 有り 無し

更新料又は再契約料の表示 有り 無し

維持修繕費用の表示 有り 無し

修繕積立金の表示 有り 無し

建築費等の目安表示 有り 無し

用語の説明 有り 無し

法人・個人の区別 有り 有り

工事中金利の計算 有り 有り又は無し

前年度事業税の計算 有り 有り又は無し

長期優良住宅の対応 有り 有り又は無し

木造住宅への対応 有り 有り又は無し

ワンルームマンションの対応 有り 有り又は無し

３．賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５
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賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５の特徴

本ソフトが他社の事業収支計算ソフトと基本的に大きく違う点は、タブーとされている賃貸住宅
事業に潜むリスクの見える化を敢えて行っていることです。
日本は少子高齢化による人口減少が目に見えて始まっています。また雇用情勢も世界の景
気に翻弄され、今まで不払いの無かった賃借人がいつリストラの対象になるかもわかりません。
このような中で希少価値の高い物件や一時的な景気の上昇等により賃料が維持又は上昇す
る場合もありますが、基本的には築年数の経過と共に賃料は下落します。
しかし建築を主体とするハウスメーカー等は最初から賃料の下落を顧客に提示すれば計画自
体を断念されてしまい本業の建築受注が出来なくなってしまうため、サブリースによる長期保証
といった名目で賃貸住宅市場に潜む、賃料下落、空室増加、家賃滞納の３つの大きな要素
を見えないようにします。
更に、昨今はオーナー様サイドの原状回復時の費用負担が増加しているにも拘わらず、貸すた
めに必要な物件維持費用と建物の価値を維持するための長期修繕費用を別計上せずにひと
まとめにして、オーナー様が実際に負担しなければならない費用の見えない化を行っています。

本ソフトは賃貸管理業のプロでありまた専門家として、賃貸事業に潜むリスクを前もって提示し
「見える化」することにより顧客の信頼を得るソフトを目指しています。

３．賃貸住宅事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５
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使用に関する説明が記載されています。

【本ソフトのメインメニューについて】

ここから事業収支提案書を作成するた
めの入力が始まりますのでクリックして
進んでください。入力が終わったら、入
力画面の右下にある「次に進む」のボタ
ンをクリックして「運営費用や税金の入
力（４）」まで打ち込んでください。

提案書が作成されているか確認する場合
にはボタンをクリックしてください。そのまま
印刷することも可能です。

印刷したい項目をクリックしてください。
顧客に提出する事業収支が印刷されます。

４．本ソフトの入力方法について
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【入力画面について】

1. 上から白の空白部分を説明に従
い入力してください。

2. 薄い青色部分は自動計算される
部分です。

3. 内容がわからない場合には入力
部分の右側にある青色の文字を
クリックしてください。詳しい説明
をしている解説文の項目に移動
します。内容を読み終えて本文に
戻りたい場合には解説文の右横
にある「戻る」ボタンを押して頂け
れば元の画面に戻ります。

4. 入力シート４まで打込みが終わっ
たらメニュー画面に戻ってくださ
い。

5. メニュー画面で提案書画面を開
き内容を確認し印刷してくださ
い。

４．本ソフトの入力方法について
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クリックすれば解説画面が見れます

クリックしてメニューに戻ったり次の
入力画面に進みます

４．本ソフトの入力方法について
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戻るボタンを押せば
入力途中の画面に
戻ります。

【解説画面について】

事業収支を入力してわか
らない部分があった場合
にこの画面に進み、内容
を確認します。
この部分だけを印刷して

事業提案の際に確認資
料として持ち歩くことも可
能です。

４．本ソフトの入力方法について
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【中小管理業者】

◆手書き感覚

◆書式等フォーム不足

◆資本不足

◆ノウハウ不足

【大手・PM専門会社・FC店】

◆システム化された書式

◆ブランド力

◆資本力

大手企業やPM専門会社・FC店の攻勢！

このままだと市場から押し出されてしまう！！競争という名の圧力

５．まとめ（市場の圧力）
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より専門性、安心感、特徴のある会社が管理を受託

外資他
PM専門

FC店

大手

建築
デべ

コンサ
ル営業 地元

業者

大手やFC店などの見栄えのある統一された帳票やフォーマットそして提案書が重要!

収
支
1
枚
・

手
書
き
感
覚
で
は
ダ
メ
!!

不動産管理市場のライバル企業

５．まとめ（資本力を持つ強力なライバル企業）

建築も管理も
取れなくなる
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オーナー様

の信頼回復

事業収支作成、
等のツール

月次管理報
告・収納管理

帳票等ツール
の充実

教育・情報の提
供で能力アップ

会員様の現在
までの実績

賃貸管理サポート２０１２

賃貸住宅専用事業収支
計算ソフトＰＲＯ2012

人口動態や駅
の乗降者数等
の市場調査

工事台帳や原状回復
見積もりソフト等

会員様の現在まで実績とその他4つのツールの
ご提供により、オーナー様との信頼関係が
構築され、大手に負けない強い管理
会社に成長していきます！
まずは「事業収支計算ソフト」から

５．まとめ（ライバル企業に打ち勝つ要素）
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新築賃貸住宅用事業収支計算ソフトＰＲＯ２０１５
税抜価格76,000円

既にＰＲＯ2012をご利用のお客様には
税抜価格 3,500円

前回販売させていただいたＰＲＯ２０１２の価格同一とさせて頂きました。さら
にすでにご利用の方には破格の税抜3,500円でご提供させて頂いておりま

す。ハウスメーカー等が行う建築受注のための事業提案とは一線を画し、賃
貸管理業務の高い専門性をはっきし現場の実務者として賃貸管理に潜む
「賃料下落」「空室の増加」「家賃滞納」を前もって「見える化」し、顧客に対し
て、高い信頼を勝ち取ることを目指したソフトです！

まずは安価で的を得たソフトで実践し、自分たちが現在出来ることで最大限の武装を！！

６．販売価格について
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本ソフトのご購入につきましては下記記載の弊社ホームページ上の全宅管理会員様向
けページをお開きになり、購入申込書をダウンロードして頂くか、協会様から送付される
書類等に同封されている申込書に必要事項を記載のうえ弊社宛にＦＡＸしてください。
お問い合わせメールに必要事項を記載した申込書をＰＤＦにして添付したうえで、お送
りして頂いても構いません。

なお、商品のお受渡しにつきましては、商品到着時に代引きのみで対応させて頂いて
おりますので、あらかじめ、ご承知おきください。

また、お客様のＰＣの環境等により、稀に作動不良を起こす場合があります。説明書に
記載の「よくあるご質問」をご覧いただいても、それらの不具合が改善されない場合に
は、下記メールにご連絡ください。内容を確認のうえ、個別にご対応させて頂きます。

ホームページ http://www.realprohd.jp
弊社FAX番号 03-5358-7591
お問い合わせメール Customer@realprohd.jp

株式会社リアルプロ・ホールデイングス
〒151-0071 東京都渋谷区本町一丁目１２番２号

ＴＥＬ03-5358-7590 ＦＡＸ03-5358-7591

※本製品は予告なしに変更する場合がございますので、あらかじめご了承ください。

７．お問い合わせ先
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